
平成 30年度放課後児童健全育成事業予算について 

資料１

予算総額：H29年度 2,414,256千円 → H30 年度 2,690,988 千円 

（１）ひまわりクラブ指定管理料等（1,705,856 千円）

上記のうち、支援員の処遇改善分として以下①②の予算を計上。 

  ①【国処遇改善】キャリアアップ処遇改善（72,044 千円） 

   放課後児童支援員の勤続年数に併せて、研修実績に応じた人件費の加算。 

  ②【市処遇改善】ひまわりクラブ支援員人件費一律 2.5％アップ (33,910 千円)  

   ①に加え、支援員の賃金のベースアップを図る。 

（参考）ひまわりクラブ児童数の推移 

年度 1 年生 2 年生 3 年生 4 年生 5 年生 6 年生 合計 

平成27年度 2,496 2,251 1,702 582 44 19 7,094 

平成 28年度 2,621 2,357 1,802 777 214 23 7,794 

平成 29年度 2,735 2,464 1,811 865 265 96 8,236 

平成 30年度見込 2,601 2,591 2,041 1,128 415 143 8,919 

（２）ひまわりクラブ施設整備費等（842,990 千円）

  狭あい化クラブ・老朽化クラブの施設整備にかかる予算。 

  平成 30 年度整備施設数：12施設 

   ・中央区（上山、鳥屋野、新潟、関屋（教室改修）） 

   ・江南区（大淵、早通、両川） 

   ・西区（内野、坂井東、西内野第１、西内野第２・第３） 

   ・西蒲区（松野尾） 

（３）地域主体運営事業・地域連携事業（8,498 千円）

  地域で子育てを支援する環境を育むため、地域コミュニティ協議会が放課

後児童クラブにおいて活動する事業に補助金を交付。 

また、地域コミュニティ協議会が主体となって運営するクラブへの委託料。 

（４）民設放課後児童クラブ運営費補助・委託料（133,644 千円）

  ひまわりクラブ以外の民設放課後児童クラブに対する補助金・委託料。 



ひまわりクラブ施設整備の進捗状況について

（１）ひまわりクラブの面積基準

　　　「新潟市放課後児童健全育成事業の設備及び運営の基準に関する条例」抜粋

（２）本市の施設整備方針
平成27年に策定した子ども・子育て支援事業計画及び基準条例の面積要件の経過措置期間である5年間（平成31年度末まで）のなかで、
学校施設の活用を基本としながら、整備を進めていくこととしている。

【整備手法】
　１．小学校余裕教室の活用
　２．放課後、児童下校後の余裕教室の柔軟的な活用
　３．小学校敷地内に専用施設を建設

（３）施設整備状況

　　下表のとおり、計画策定時は54施設の整備を計画し、これまで3年間（H27～H29）で31施設の整備を行った。

　　平成30年度に予定している12施設の整備完了後、残りは26施設となる見込み。

【必要整備数が多く残っている要因】

・児童数の増加により計画策定時に予定していた施設以外でも狭あい化が進み、追加で整備が必要となった施設が多く発生している。
・学校教室活用については、空き教室が無いなどの理由から整備が進まない。
・市の財政状況が厳しい中、専用施設を建設する場合、より多額の経費が必要となる。　など

H27 H28 H29 H30
(予定)

合計
(Ｅ)

北 7 0 2 5 1 1 2 3

東 6 1 0 7 2 1 1 4 3

中央 12 5 0 17 3 4 1 4 12 5

江南 7 2 0 9 2 1 2 3 8 1

秋葉 3 2 0 5 1 1 2 3

南 1 1 0 2 1 1 1

西 13 2 0 15 3 1 2 4 10 5

西蒲区 5 4 0 9 1 2 1 4 5

計 54 17 2 69 12 9 10 12 43 26

第9条　放課後児童健全育成事業所には，遊び及び生活の場としての機能並びに静養するための機能を備えた区画(専ら事務の用に供する部分，便所その他これらに
類するものを除く。以下この条において「専用区画」という。)を設けるほか，支援の提供に必要な設備及び備品等を備えなければならない。
2　専用区画の面積は，児童1人につきおおむね1.65平方メートル以上でなければならない。
(経過措置)
　この条例の施行の日(以下「施行日」という。)から平成32年3月31日までの間は，第9条第2項の規定は，適用しないこととすることができる。
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